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■⾃⼰紹介 1

⽒名 三浦⼤典（みうら だいすけ）
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社会公共コンサルティング部 上席主任研究員
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業務分野 公共分野における情報通信利活⽤の調査研究・コンサルティング
（ご参考：https://www.icr.co.jp/researchers/miura.html）

業務の実績

・沖縄市DX計画策定⽀援
・港区5G利活⽤調査
・川崎市AR/VR利活⽤調査
・地⽅創⽣と未来技術に関する調査・分析事業（内閣官房）
・⾃治体イベントの来訪状況・経済波及効果分析
・熊本地震における被災地のWi-Fi利⽤状況等に係る調査研究
・北中城村観光情報インフラ整備計画策定
・インバウンド関連情報総合調査（沖縄県）
・与那原町⼈⼝ビジョン・地⽅版総合戦略策定業務
・川崎市公衆無線LAN環境整備プロジェクト⽀援業務
・神⼾市Wi-Fiに関するコンサルティング
・沖縄市ICT利活⽤事業に関するコンサルティング
・公衆無線LANの環境整備に関する調査・検討⽀援業務（福岡市）

委嘱など
・ISCOアドバイザリーフェロー
・宜野湾市、⽵富町DX検討委員会 委員
・南城市デジタル⽥園都市構想検討委員会 委員
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【本⽇のお題】

庄司先⽣から「⾏政内部DX」についてお
話しいただいたので、三浦からは「地域社
会DX」について話します。



■⾃治体DXのポイント 3

} ⾃治体DXの視点︓法定DXと⾃主的DX（ある有識者の⾔葉）

法律によってその実施が義務付けられたDX
ü ⾃治体システム標準化
ü ガバメントクラウドへの移⾏
ü ⾏政⼿続きのオンライン化 など

法定DX

各⾃治体が独⾃の視点で、⾃らのために主体的に⾏うDX
ü ICTサービス産業振興・観光振興・農林⽔産業振興
ü 福祉・健康関連サービス（データ利活⽤）
ü 安⼼・安全な暮らしの実現（防犯や防災対策など）

⾃主的DX

この部分は地域でそれぞれ異なる
→地域独⾃のDX⽅針を固めることが必要

⾏政内のDX
対応しないとダメ
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１．沖縄県内⾃治体の
DX・ICT利活⽤に関する調査



■調査の趣旨・概要 5

} これまでの電⼦化・ICT化に変わって、DX（Digital Transformation）が⼤きなテーマに
なっています。DX事業を進める⺠間企業だけではなく、デジタル庁の設⽴や⾃治体における
DX担当の新設など、公共分野においてもDXが最重要テーマになっています。

} このようなデジタル活⽤の変⾰期において、沖縄県内の⾃治体が展開する施策にDXがどのよ
うな影響をもたらしているかを把握することを⽬的としたアンケート調査を実施しました。

調査主体 株式会社情報通信総合研究所・⻄⽇本電信電話株式会社 沖縄⽀店（共同実施）

調査⼿法 郵送及び電話によるアンケート調査、2022年1⽉〜2⽉に実施

調査対象

〇沖縄県内全市町村（41団体）調査
・政策⽴案担当（回答：19団体）
・情報政策担当（回答：32団体）
・教育委員会等（回答：30団体）

〇沖縄県庁調査
「新たな沖縄振興のための制度提⾔」（令和3年4⽉）に記載された提⾔制度のうち、
デジタル・ICTが有効と考えられる32担当（回答：21担当）

調査結果の公表 株式会社情報通信総合研究所から⼀部を公開。回答をいただいた市町村にも調査結果
を提供予定。なお、団体ごとの回答内容については公開しません。

【調査の概要】

＊以下の調査結果では、上記市町村各担当の回答を取りまとめて報告します

ご回答頂いた皆様に
感謝申し上げます︕



■情報化・デジタル化の現状① 6

} 情報化やデジタル化への取り組み状況については、積極的に進める団体が多く、「全庁的に進めてい
く」が7団体、や「⼀部の部署での取り組み強化」が16団体であった。「これまでと変わっていない」
9団体はすべて町村で、規模の⼩さな団体が多い。

} デジタル化を進めるための組織としては、「新たにデジタル担当などを設置」が3団体、「従来の情報
担当にデジタル担当を追加」が8団体となっている。「今後組織や体制を⾒直す」団体が14団体となっ
ており、新たな組織・担当によるデジタル化の進展が期待される。

情報化・デジタル化への動き デジタル化に向けた組織
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① 情報化・デジタル化を全庁で積極的に進めていく状況になっている

② 情報担当など⼀部の部署では情報化・デジタル化への取り組みを強化

している
③ これまでと変わっていない
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① 従来の情報担当とは別に、新たな組織を整備した（デジタル推進担当など）

② 従来の情報担当に、デジタル推進の役割を追加した

③ 情報担当以外の各部署に、それぞれの分野でのデジタル推進の役割を追加した

④ 今後、組織や体制を⾒直す予定がある・検討している

⑤ 特にデジタル化に向けて組織や体制を整備する予定はない

変わってほ
しい︕

ぜひ
検討を︕
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① DX計画を策定した

② DX計画を現在策定している

③ 今後DX計画を策定する予定である

④ 既存の情報化推進計画等に取り組む内容が盛り込まれている

⑤ 策定していないし、策定の予定もない

⑥ わからない・不明

■情報化・デジタル化の現状② 7

} 全国の⾃治体でDX計画を策定する動きが⾒られるが、県内では「策定済み」が2団体、「策定中」が4
団体であった。さらに12団体が「策定を予定している」反⾯、10団体は「策定の予定もない」となっ
ており、DXに向けた取り組みに市町村間で格差が⽣じる可能性がある。

} 市町村は「ガバメントクラウド」への移⾏が求められているが、すでに具体的に取り組んでいるのは1
団体、「移⾏計画を策定予定」が2団体にとどまっている。ほとんどの団体では、まだ⼿付かずの状態
である。

DX計画の策定状況 ガバメントクラウドへの対応
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① 移⾏計画を策定し、具体的な作業を進めている

② 移⾏計画を策定している

③ 移⾏計画を策定する予定である

④ 移⾏に向けた情報収集や検討を開始している

⑤ 現時点では何も取り組んでいない

計画策定の
点では遅れ
が⽬⽴つ
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1.既存産業振興・雇⽤

2.観光振興・遺産登録

3.ICT関連など新たな産業育成・振興

4.防災・安全・安⼼

5.⾏政サービス向上・⾃治体DX

6.⾼齢者福祉・障がい者福祉・バリアフリー

7.⼦育て・⼦供・教育

8.⽂化・スポーツ

9.医療・健康

10.環境保全（脱炭素等）・エネルギー

11.その他

■ICTの利活⽤について 8

} ICTの利活⽤を期待する・⾒込んでいる分野としては、「⼦育て・⼦ども・教育」が１３回答で最も多
く、次いで「⾏政サービス向上・⾃治体DX」、「観光振興・遺産登録」となった。

} 「その他」回答の⾃由記載は、「全分野でICTの利活⽤が必要」であった。

＊選択肢から順不同で３つを回答



■スーパーシティ・スマートシティについて（企画政策担当） 9

} スーパーシティ・スマートシティについては、具体的な検討を始めている団体はまだ1と少ないが、情報収集
を始めた団体が6、取り組みたい団体は7と、興味・関⼼を持っている団体が多いことがうかがえる。

} 具体的な分野としては、「⾏政⼿続き」や「防災・安全・安⼼」「教育」「観光振興」などであり、重要と
捉えている政策分野やICTを活⽤したい分野と概ね同様の傾向と⾔える。

スーパーシティ・スマートシティへの興味・関⼼ スーパーシティ・スマートシティの関⼼分野
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0 5 10 15

1.⾏政⼿続き

2.交通の最適化・⾃動運転

3.観光振興

4.防災・安全・安⼼

5.物流

6.社会福祉

7.教育

8.⾦融

9.環境保全・エネルギー

10.その他

1

6

7

6

1.具体的な検討（計画策定や実証事業応募の検討など）を始めている

2.他地域の事例などの情報収集を始めている

3.取り組みたいが、どのような事かよくわかっていない

4.興味・関⼼はなく、現状では取り組むつもりはない

興味関⼼度
は⾼い︕



■スーパーシティ・スマートシティについて（情報政策担当） 10

} スーパーシティ・スマートシティについては、具体的な検討を始めている団体は3、情報収集を始めた団体が
11であった。「取り組みたい」団体は6と興味・関⼼を持っている団体が多いが、「興味・関⼼がない」団体
も11ある。

} 具体的な分野としては、「⾏政⼿続き」や「防災・安全・安⼼」、「観光振興」が上位である。その次に「交
通の最適化・⾃動運転」となっており、県内の課題の⼀つである交通問題への対応の必要性が⽰されている。

＊１団体が未回答
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① 具体的な検討（計画策定や実証事業応募の検討など）を始めている

② 他地域の事例などの情報収集を始めている

③ 取り組みたいが、どのような事かよくわかっていない

④ 興味・関⼼はなく、現状では取り組むつもりはない

スーパーシティ・スマートシティへの興味・関⼼ スーパーシティ・スマートシティの関⼼分野
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0 5 10 15 20

① ⾏政⼿続き

② 交通の最適化・⾃動運転

③ 観光振興

④ 防災・安全・安⼼

⑤ 物流

⑥ 社会福祉

⑦ 教育

⑧ ⾦融

⑨ 環境保全・エネルギー

⑩ その他

企画政策担
当とは少し
異なる
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0 5 10 15 20 25 30

① 職員の研修・育成

② 外部⼈材の登⽤

(CIO・CDO補佐官など)

③ 中途採⽤

④ 企業などへの外部委託

⑤ 地域のNPOなどの活⽤

⑥ その他

■デジタル⼈材について① 11

} 官⺠を問わず、デジタル化推進の課題として「⼈材」が挙げられる。「必要な⼈材は確保済み」はわず
か１団体であり、他はすべて「⼈材が不⾜」と回答している。

} デジタル⼈材の確保⼿段については、「職員の研修・育成」が25、「外部⼈材登⽤」が10団体である。
企業や地域団体の活⽤にはあまり積極的ではないことが⽰されている。

デジタル⼈材 ⼈材の確保⼿段

1

31

0

① 必要な⼈材は確保している・充⾜している

② ⼈材は不⾜している

③ わからない

アドバイザー、
職員採⽤など
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9

①常勤 ②⾮常勤

■デジタル⼈材について② 12

} 望ましいデジタル⼈材の採⽤については、「常勤」が６団体、「⾮常勤」が９団体となった。
} 常勤の場合は2⼈程度や1⼈、⾮常勤の場合は週3⽇程度の勤務で1⼈を希望するという回答が多い。

デジタル⼈材の採⽤⽅式 採⽤したい⼈数・⽇数（⾮常勤）

＊１6団体が未回答

○「⾮常勤」への回答
【採⽤したい⼈数】
l １⼈ ︓８（未回答１）
【⽇数】
l 週３回程度︓４
l 週５⽇程度︓１
l 週１⽇程度︓１

○「常勤」への回答
【採⽤したい⼈数】
l １〜２⼈︓２
l ２⼈ ︓１
l １⼈ ︓３

三浦の知⼈も
⾮常勤でCIO
補佐官をされ
ています

⺠間企業の⽴場からすると、「常勤」では派遣しにくいです。
総務省「⾃治体DX推進のための外部⼈材スキル標準」を満たす⼈員なら、ウチが欲しいです・・・



■GIGAスクール構想について 13

} GIGAスクール構想については、「順調に進んでいる」団体が14、「問題が⽣じているが順調に進んで
いる」が15団体と、今回の回答ではほとんどが順調に進められている。

} ⽣徒・児童に配布された端末についても、「問題が発⽣」は7団体とまだあまりトラブルは顕在化して
いない。しかし、「問題が発⽣しても保守サービスがある」との回答が15団体あるように、今後の状況
には留意する必要がある。

GIGAスクール構想の進捗 ⽣徒・児童への配布端末

14

15

2
0

① 順調に進んでいる・想定通り

② 問題が⽣じているが、対応しつつ順調に進んでいる

③ 問題が⽣じており、あまり順調に進んでいない

④ 順調に進んでいない

7

8

15

1
0

① 問題が発⽣している

② 今後問題が発⽣すると想定している

③ 問題が⽣じても保守サービスがあり、納⼊事業者が対応可能である

④ 対策はしていないが、特に問題はないと想定している

⑤ わからない・不明

故障対応の問
題が報道され
てます



■教育分野のICT利活⽤ 14

} 教育分野におけるICT利活⽤については、「順調に進んでいない」との回答はなく、回答団体の全てが概ね進
められていると評価している。ただし、「計画に沿って進めている」は9団体しかなく、今後さらに重要にな
る教育分野のICT利活⽤について⽅針や計画を定める必要があろう。

} 現時点での課題としては、「ICTを活⽤した授業の進め⽅」が17団体と半数以上の団体が回答している。また、
「⽣徒向け端末サポート」や「公務⽀援システム」、「セキュリティガイドライン対応」も10団体が課題と
して挙げている。

教育分野のICT利活⽤の進捗 教育現場での課題

9

13

9

0

① 順調に進んでいる・予定通り（教育情報化計画に基づいて進めている等）

② 構想や計画に沿ってはいないが、必要に応じて順調に進んでいる

③ 思うようには進んでいないが、最低限のことは実施している

④ 順調に進んでいない

10

17
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10
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0 5 10 15 20

① ⽣徒向け端末の運⽤や利⽤サポート

② ICT機器を活⽤した授業の進め⽅

③ 学校ネットワークの速度や快適さ

④ 教職員向け校務⽀援システム等

⑤ 教育情報セキュリティガイドライン対応

⑥ その他

⑦ 特になし

「進んでな
い」がゼロ
で良かった



■沖縄県庁のDX計画〜「沖縄県DX推進計画」① 15

} 沖縄県は2022年9⽉に「沖縄県DX推進計画」を公表、DX推進の⽅向性を⽰す。

資料出所︓沖縄県

⽣活・産業・⾏
政の３分野ごと
に⽅針を⽰す

「沖縄21世紀ビジョ
ン」を実現するため
のデジタル活⽤



■沖縄県庁のDX計画〜「沖縄県DX推進計画」② 16

} 各分野において取り組む具体的なデジタル施策は次のようになっている。

資料出所︓沖縄県

個⼈的には、「離島のマ
イナス⾯をカバーする」
DXを進めて欲しいです
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２．県内外の事例・取り組み



■総務省調査︓DX推進計画の策定状況や推進体制（R3.4.1現在） 18

} 市区町村の12.6%がDX推進⽅針を策定している。27.6%が全庁的・横断的な推進体制を構築済み。

昨年度中に3割
程度が策定

今年度以降は半
数以上が策定



■総務省調査︓ DX推進専任部署の状況（R3.4.1現在） 19

} 市区町村の25.2%がDX推進専任部署を設置しており、54.8%は課室の単位。



■総務省調査︓ CIO・CIO補佐官の設置状況（R3.4.1現在） 20

} 市区町村でもCIO・CIO補佐官の設置は進んでいるが、外部⼈材の活⽤は進んでいない。

73.2%が任命

8.4%が外部⼈材
を活⽤
→さらに増加する
かも︖

51.4%が任命

1.9%が外部⼈
材を活⽤



■「⾃治体DX推進計画」以降の動き 21

} 「⾃治体DX推進計画」策定後は、「デジタル⽥園都市国家構想」が⼤きなテーマになってい
る。

資料出所︓デジタル庁



■デジタル⽥園都市国家構想（6/1公表の基本⽅針 全体像） 22

デジタルで地域社会の課
題を解決

ハード・ソフトのデジタル基
盤を整備

【設定KPI（⼀部）】
ü 光ファイバーの世帯
カバー率︓99.9%
（2027年度末）

ü 5Gの⼈⼝カバー
率︓99%
（2030年度末）

ü デジタル推進⼈
材︓230万⼈
（2026年度末）

ü デジタル推進委
員︓全国2万⼈
（2022年度末）

ü サテライトオフィス設
置︓1000団体
（2024年度末）

キーワード

資料出所︓内閣官房



■ デジタル⽥園都市国家構想の定義 23

} 地⽅の社会課題を解決するための取り組みとして、以下の３点から整理されている。
} 各項⽬に対してKPIが設定されており、その実現が「本当に」求められている。

資料出所︓内閣官房

デジタルの⼒を
活⽤した地⽅の
社会課題解決

構想を⽀えるハード・ソフトのデジタル基盤整備

デジタル⼈材の育成・確保

誰⼀⼈取り残されないための取組

Ø デジタルインフラの整備
Ø マイナンバーカードの普及促進・利活⽤拡⼤
Ø データ連携基盤の構築
Ø ICTの活⽤による持続可能性と利便性の⾼い公共交通ネットワークの整備
Ø エネルギーインフラのデジタル化

Ø デジタル⼈材育成プラットフォームの構築
Ø 職業訓練のデジタル分野の重点化
Ø ⾼等教育機関等におけるデジタル⼈材の育成
Ø デジタル⼈材の地域への還流促進

Ø デジタル推進委員の展開
Ø デジタル共⽣社会の実現
Ø 経済的事情等に基づくデジタルデバイドの是正
Ø 利⽤者視点でのサービスデザイン体制の確⽴
Ø 「誰⼀⼈取り残されない」社会の実現に資する活動の周知・横展開

個⼈的にはこの実
現が悩ましいです

⾃治体の皆さんの
お悩みポイント



■ Well-Being指標 24

} デジタル⽥園都市国家構想では、「⼼ゆたかな暮らし」(Well-being)と「持続可能な環境・社会・経済」
(Sustainability)を実現し、地域で暮らす⼈々の⼼ゆたかな暮らし(Well-being)の向上と、持続可能性の確保を⽬指
している。

} これまでのまちづくりでは、「街全体の価値観」が検証されてこなかったため、地域のWell-beingの向上に向けて
これらの指標を利⽤する 。

アンケート調
査等で把握
（⼤変かも︖）

オープンデー
タで算出



■ 「暮らしやすさ」指標（参考） 25

} 国が提供するデータで「暮らしやすさ」指標が⾒える化できる。
} 例えば、那覇市では「多様性」や「買い物・飲⾷」「遊び・娯楽」のスコアが⾼くなる。名護市もスコア上では「遊
び・娯楽」が⾼く、「介護・福祉」が突出している。

【名護市のスコア】【那覇市のスコア】

医療・健康（48.8）

介護・福祉（70.6）
買物・飲⾷（49.7）

住宅環境（47.4）

移動・交通（43.1）

空気・騒⾳・清潔さ
（60.7）

事故・犯罪（48.9）

⾃然災害（51.0）

環境共⽣（48.5）

⾃然景観（56.3）

都市景観（36.0）
遊び・娯楽（64.2）

公共空間（51.5）

雇⽤・所得…

デジタル⽣活…

地域とのつながり
（52.0）

⼦育て（44.4）

初等・中等教育
（52.0）

教育環境の選択
可能性…

事業創造…

⽂化・芸術（48.8）
多様性…

20

30

40

50

60

70

80



■＜デジタル⽥園都市国家構想参考事例＞MaeMaaS（前橋版MaaS)社会実装事業 26

} 前橋市では地域の交通課題の解決に向けて、複数のバス会社をまとめた検索・ロケーションシステムや、
ローカル5Gを利⽤した⾃動運転の実証に取り組んでいる。

} マイナンバーカードと連動した割引運賃や、顔認証システムと連動した「顔パス」乗⾞のトライアルも実施
している。

資料出所︓内閣府



■＜デジタル⽥園都市国家構想参考事例＞ワーケーション（⽩浜町) 27

} 和歌⼭県と⽩浜町は、IT企業の誘致やワーケーションを通じた企業⽴地に取り組んでいる。
} ⽩浜町が⺠間の施設を買い上げてITビジネスオフィスを整備し、交流⼈⼝の増加にも効果を上げている。
} オフィスを整備するだけではなく、⼊居企業と来訪者、地域の⼈材が交流できるような仕掛けも⾏っている。

⽩浜町が整備したワーキングスペース オフィス内に設置された利⽤者間交流を促進する
ためのツール



■＜デジタル⽥園都市国家構想参考事例＞VIRTUAL SHIZUOKA 28

} 航空機や⾞両搭載のレーザースキャナー等で現実空間をスキャンしたデータを使って、仮想空間上に県⼟を再
現する。

} そのデータを活⽤し、防災や観光などの施策に活⽤する。
} 2021年7⽉に発⽣した熱海の⼟砂崩れでも、「仮想空間」と「最新画像の⽐較」によって「盛り⼟が原因であ
る」ことがすぐに指摘された。

バーチャル静岡の概念
現実空間と仮想空間を融合させ、政策に反映する 熱海の災害時に分析された画像データ

資料出所︓内閣府、「デジコン」



■LINEによるオンライン⾏政⼿続き（⽯垣市） 29

} ⽯垣市ではLINEを活⽤した⾏政サービス「⽯垣市サイバー窓⼝」を開始。
} 住所異動や住⺠票発⾏の申請書を、来庁前に⽯垣市公式LINEから⼊⼒しておくことが可能。LINEの対話型
ナビゲーションで必要事項を⼊⼒する。

転⼊届

地域課題の通報

⾏政サービスのオンライン化の課題で
ある「利⽤者側の端末」を、多くの利
⽤者がいるLINEを採⽤することで解決

LINEの⾏政サービス活⽤はさまざまな取り組みがあり、熊本県内のバス事業者はICカー
ドとLINEを連動させたDX（ビッグデータ分析やチケット販売）に取り組むようです



■スマートシティの分類（事業主体、エリア） 30

p スマートシティの事業主体に注⽬をして分類を⾏うと「政府・⾃治体型」、「⺠間企業型」、
「地域型」の3つに分類することができる。

p スマートシティを展開するエリアにおける分類は、新規開発型の「グリーンフィールド型」と
既存都市開発型の「ブラウンフィールド型」の2つに分類することができる。

事業主体 各分類に関する説明

政府・
⾃治体型

• 政府や⾃治体が主体となり、少⼦⾼齢
化等の地域の課題の抽出、スマートシ
ティの戦略や施策などを定めて、ス
マートシティの導⼊を⽬指す。

⺠間
企業型

• 不動産事業者等、⺠間企業が主体とな
り、対象となるエリアの価値向上、地
域課題の解決による住⺠の⽣活の質の
向上（住みやすさ）等を⽬指し、ス
マートシティの導⼊を⽬指す。

地域型

• 政府や⾃治体、⺠間企業などの開発主
体であるが、住⺠がまちづくりやス
マートシティの導⼊に積極的に参画し、
課題の提⽰、スマートシティを通じて
提供されるサービスのフィードバック
を⾏うといった、双⽅向でスマートシ
ティの導⼊を⽬指す。

開発エリア 各分類に関する説明

グリーン
フィールド
型

• 都市の⼀部地域や⼯場跡地などをス
マートシティとして新規に開発し、新
たに住⺠を集める新規開発型の⼿法。

※例︓トヨタ・ウーブンシティ（東冨⼠⼯場跡地）等

ブラウン
フィールド
型

• 既存に住⺠が⽣活する都市、ビルなど
の建物等にICT技術を導⼊し、都市課
題を解決する既存都市開発型の⼿法。

※例︓スマートシティ⾼松（⾹川県⾼松市）等

出所︓各種公開資料より情総研作成



■スーパーシティに関する動向 31

p 内閣府は地域の課題解決を世界最先端の技術と規制改⾰を⾏うことで実現するスーパーシティ
構想を公表している。

p 個別分野ではなく、住⺠の⽣活全般に渡る分野において未来都市を実現することを主要な⽬標
としている。

スーパーシティ構想の概要 スーパーシティ構想を進める上で必要となる規制改⾰
• 住⺠の参画、住⺠⽬線ということを⼤きなポイントにあげている。
• ⾏政⼿続き、移動、物流、観光、医療介護、教育、防災、エネルギー
環境、⽀払いといった複数の分野での展開が想定されている。

• また、2030年頃の未来像を先⾏して実現するとしている。

• 先端的なサービスを実現するためには、既存の規制・制度が⾜かせに
なる場合がある。

• スーパーシティ構想では、事業計画と規制改⾰案と同時に検討するこ
とで、⼀体的包括的な規制改⾰の実現を図るとしている。

出所︓「「スーパーシティ」構想について」（内閣府地⽅創⽣推進事務局、令和3年3⽉）より情総研作成



■スーパーシティに選定されたつくば市と⼤阪府・市の取組み 32



■事例︓Woven City（ウーブンシティ）① 33

p 2020年1⽉、トヨタ⾃動⾞株式会社は⽶ラスベガスで開催されたCES2020において、⼈々の暮
らしを⽀えるあらゆるモノやサービスがつながる実証都市「Woven City」(ウーブン・シティ) 
の概要を発表。

p 富⼠裾野市にあるトヨタ⾃動⾞の⼯場跡地において、様々なパートナー企業や研究者と連携しな
がら新しいまちづくりを⽬指す。2022年10⽉に安全祈願祭、11⽉に着⼯。

出典︓トヨタ⾃動⾞Woven Cityなどより引⽤、作成

項⽬ 内容

場所
• 静岡県裾野市
• トヨタ⾃動⾞東⽇本株式会社 東富⼠⼯場
（2020年末閉鎖）

広さ • 約70.8万平⽅メートル

住⺠ • トヨタの従業員やウーブン・シティ関連者
• 2,000名程度を想定

狙い・
⽬的

• ⼈々の暮らしを⽀えるあらゆるモノ、サービスが情報で
つながっていく時代を⾒据え、この街で技術やサービ
スの開発と実証のサイクルを素早く回すことで、新た
な価値やビジネスモデルを⽣み出し続けること

技術
• ⾃動運転、モビリティ・アズ・ア・サービス（MaaS）、
パーソナルモビリティ、ロボット、スマートホーム技術、
⼈⼯知能（AI）技術など

写真左︓
• ウーブン・シティのイメージ画像。
• ⼯場跡地に、新たな都市を作成する

グリーンフィールド型のスマートシティ
設⽴を⽬指す。

写真上、左︓
• ウーブン・シティの都市内部のイ

メージ図。
• 交通分野だけではなく、ロボット、

スマートホーム、⼈⼯知能などの
技術も導⼊、活⽤が予定されてい
る模様。



■事例︓Woven City（ウーブンシティ）② 34

p 実証都市「Woven City」(ウーブン・シティ) では、ロボットや多⽬的利⽤が可能な⾃動運転⾞、
IoTやAIといった先端技術の利⽤をすすめる⼀⽅で、建物の建材に⽊材を利⽤することや太陽光
発電パネルの設置といった環境に配慮する⾯も⾒られる。

p また、住⺠同⼠のコミュニティ形成を⽬指している点も特徴的である。

出典︓トヨタ公表資料、⽇経xTECH記事より引⽤、作成

分野 構想

道路

n以下３つに分類
① スピードの速い⾞両専⽤の道
② 歩⾏者とスピードの遅いパーソナルモビリティ
が共存する道

③ 歩⾏者専⽤の道

モビリティ n e-Paletteを以下の⽬的に使⽤
• ⼈の輸送、モノの配達、移動⽤店舗

建物 • 主要建材に⽊材を使⽤
• 屋根に太陽光発電パネルを設置

インフラ • 街に必要なインフラはすべて地下に埋設する

⽣活

n⽣活の質を向上させるため以下の技術を活⽤
①室内ロボット等の新技術
② IoTとAI（例︓健康状態の確認に活⽤）

n街の中⼼や各ブロックに公園等を作り、住⺠同
⼠のコミュニティ形成を⽬指す

▲病院への送迎シャトルバス

▲移動⽤店舗

▲モノの配達

画像出典︓トヨタ公表資料

e-Palette
•時間や利⽤者の要望に応じ
て多⽬的に利⽤できる⾃動
運転⾞



■事例︓⼤⼿町・丸の内・有楽町地区 スマートシティプロジェクト① 35

p ⼤⼿町・丸の内・有楽町（⼤丸有地区）を合わせたエリアで展開される予定である。該当する
エリアの⾯積は約120ヘクタール（東京ドーム約26個）の広さとなっている。

p 当エリアの就業⼈⼝は約28万⼈と推計されており、このエリアで働く⼈々や来街者を対象とし
たスマートシティの実現が検討されている。

出典︓⼀般社団法⼈⼤⼿町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会ウェブサイトより引⽤、作成



■事例︓⼤⼿町・丸の内・有楽町地区 スマートシティプロジェクト② 36

出典︓⼀般社団法⼈ ⼤⼿町・丸の内・有楽町地区 まちづくり協議会ウェブサイトより

【リアル⼤丸有の取り組み】
•MaaS、モビリティ︓⼤丸有エリアでのMaaS及び
パーソナルモビリティの提供。
•ロボット導⼊︓エリア内のビル内部の、警備、運送、
清掃等を⾏うロボットの導⼊。
•災害対応︓災害情報のリアルタイム情報収集とサイ
ネージ・Webを通じた情報発信。
•快適性向上︓エリア全域における快適な環境づくり
の実証。

【デジタル⼤丸有の取り組み】
•スマホアプリ︓⼤丸有ワーカー、来街者むけにMaaS
アプリ、防災アプリの提供。
•エリア情報確認︓リアル⼤丸有のリアルタイムデータを
活⽤したエリア状況の確認ダッシュボードとシミュレータ
の利⽤。
•データライブラリ︓センサ等から収集されたデータ、ま
た企業などから提出されたデータを共有。
•都市OS、マップ︓収集されたデータを活⽤するデータ
基盤（都市OS）の構築と2D、3Dマップ活⽤による
デジタルツインの構築

⼤丸有で収集される各種データを活⽤してデジタル
とリアルな世界で互いにフィードバックする

p ⼤丸有地区のスマートシティ構想は「デジタル⼤丸有」と「リアル⼤丸有」に分かれるユニークな
構想となっている。

p MaaSやモビリティはデジタル/リアル⼤丸有の中で提供が検討されているサービスとなっている。



■事例︓⼤⼿町・丸の内・有楽町地区 スマートシティプロジェクト③ 37

p リアル⼤丸有で提供されるMaaS及び防災アプリに関するイメージ。
p ⼤丸有エリア内の店舗名を検索すると「移動時間」、「移動⽅法」、「予約」の情報がシーム

レスにつながって表⽰される。

アプリのトッ
プ画⾯

「移動」のメ
ニューを選
択

⼤丸有エリ
アの情報が
地図で⽰さ
れる

店舗名をア
プリで検索

店舗の場
所、交通⼿
段や「予約
ボタン」が表
⽰される

シェアサイク
ルの予約ボ
タンを押す

シェアサイク
ルの予約が
可能

出典︓https://prottapp.com/p/a2a234#/s/5e410f804942fb2e2811211c



38

３．⾃治体でDXを検討していて
感じること



■インフラ整備の課題︓特に携帯電話5G 39

} 5Gの課題は「基地局からの電波の⾶びが悪い」こと→エリア普及が課題︓特に沖縄では課題か
} 本来の5Gであるミリ波やsub6の整備の点で、都⼼部との格差は⼤きくなる
} 東京都や港区では、⾃治体が公共施設を事業者に貸し出し、5Gアンテナの整備を進めている

本島中南部界隈でのau 5Gカバーエリア 港区界隈でのau 5Gカバーエリア

東京都や港区の「アセット公開施策」
• 携帯電話事業者に都・区有施設をアンテナ設置場
所として提供

• ⺠間施設よりも安く借りられ、エリア整備が進む



■「DX」なのか、「電⼦化・ICT導⼊」なのか 40

} 「電⼦化・ICT導⼊」と「DX」は議論になりがち。「それはDXなのか︖」論。
} ⾏政の場合は電⼦化やICT導⼊が必要なのも事実。沖縄市ではDX施策の「前提事項」として整理。

沖縄市DX推進計画の概要

【基本理念】イノベーションを加速させ さらなる発展を目指す 沖縄市型DX
➢ 自由闊達な市民性と沖縄市の特性を生かし、「変える」「支える」「省く」を視点に、デジタル技術やデータを軸

とした多様なイノベーションを創出させ、ポストコロナ時代を見据えた持続可能な発展を目指す

【DX施策】基本理念のもと、地域DX・行政DXの方向性を示す基本方針と、基本方針の前提として取り
組むべき前提事項により構成
基本方針１
個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現

基本方針２
市民の視点に立った行政サービス等の再構築

前提事項１
アクセシビリティの確保

前提事項２
デジタルインフラと環境の構築

前提事項３
デジタル人材の育成

施策１．デジタル化によるメリットを享受できる地域社会をつくる
施策２．データ利活用によるまちづくりを推進する

施策１．市民が、行かなくても・聞かなくてもいいデジタル窓口を開設する
施策２．市民が、迷わない・待たない・書かない窓口を実現する
施策３．こども達が、どこでも・分かりやすく学べる教育のデジタル化を

推進する

施策１．市民が利用しやすいデジタル環境を構築する
施策２．多様な主体によるデジタル環境の構築を促進する

施策１．デジタル社会の共通機能の普及・活用を進める
施策２．セキュリティ対策を徹底する
施策３．BPRを徹底する

◼ 沖縄市の将来像である｢国際文化観光都市｣の実現を、 DXの側面から支援するための計画
◼ 計画年次は2022年度から2026年度までの５年間とし、｢市町村官民データ活用推進計画｣としても位置付け

施策１．市民のデジタルリテラシーの向上を図る
施策２．市職員のデジタル人材の育成を図る

➢ 新たに外部人材の活用によるCDO、CDO補佐官及びCIO補佐官の配置と、(仮称)デジタル戦略室を新設
【推進体制】デジタル化を強力に推し進めるため、体制強化とともに人材育成を行う

➢ 変革していく意思を有するとともに、デジタル技術やデータを活用することができる職員を育成

いわゆるDX施策
（基本⽅針）

DX施策の前提
（電⼦化含む）



■DXの効果は︖（特に産業分野のDX） 41

} 特に産業分野でのDXについては、「投資対効果」が問われることも多い
} 「これを⼊れて、どのくらい儲かるのか・・・」への回答が必要（ただし、難しいかも）
} ⾏政施策なので、「強くする産業」を決めることも有効
} 例えば、「観光産業」が本当に地域のNo.1産業でしょうか︖→産業分析に取り組んでみる

従業員⼀⼈当たりの売上また
は利益（付加価値額）（労働
⽣産性）が⾼い、つまり効率
良く稼げる産業は何かを分析。

売上が増えた場合の他産業の
売上・就業者数・利益増加
（経済波及効果）も含めて考
えた場合、市内産業全体を成
⻑させる効果が⼤きい産業は
何かを分析。

他の市区町村に⽐べて強みが
ある（ 特化係数（集積度）が
⾼い）、つまり市外からお⾦
を稼げる産業は何かを分析。

⾃治体の基盤産業の中でどの産業を育成するべきなのかを以下のデータを使って分析

お⾦を稼げる産業は︖
「特化係数」

効率良く稼げる産業は︖
「労働⽣産性」

市内産業全体を成⻑させる効
果が⼤きい産業は︖
「経済波及効果」

【当社が過去に実施した産業分析】



■産業分析の実例 42

} この地域では、農林⽔産業の従業者1⼈あたり売上がベンチマーク地域（ここでは横⼿市）並
みに増加した場合、農林⽔産業全体で売上がおよそ13.5億円増加すると考えられる。

} この売上増加（直接効果）を元にして、他産業への波及効果や就業者数、付加価値、税収の増
加を推計する。→こんなに儲かるなら、DXを進めよう︕（的な判断）

O市
売上︓52.6億円

従業者数
（774⼈）

従業者１⼈あたり
売上⾦額
（679万円）

横⼿市
（ベンチマーク地域）

従業者数
（781⼈）

従業者１⼈あたり
売上⾦額
（853万円）

O市
売上︓66.0億円

従業者数
（774⼈）

従業者１⼈あたり
売上⾦額
（853万円）

売上増加
13.5億円 ※直接効果（売上） ※間接効果（売上）

農業︓○○億円
林業︓○○億円

計︓13.5億円 波及効果

農林業︓○○億円
製造業︓○○億円
⼩売業︓○○億円
運輸業︓○○億円

・・・
⾦融業︓○○億円

計︓○○億円

税収
増加

（○○億円）

就業者数
増加

（○○⼈）

付加価値
増加

（○○億円）

従業者１⼈
あたり売上
⾦額が横⼿
市並みに
なった場合

売上以外の効果

シミュレーション
・ベンチマーク地域
・シナリオの設定

シミュレーション
産業内における売上
増加内訳の設定



■DXは「何からやるの︖」 43

} 窓⼝サービス、産業⽀援、観光来訪者誘致、教育、環境・・・DXでやれること、
やりたいことは多岐にわたる

} ⼈やお⾦のリソースには限りがある、何からやるのか︖
} これまでのような優先順位づけに加えて、地域全体のデジタル化による変⾰を踏
まえた取り組みも必要

⾏政の⽅向性

総合計画などの重点分野や項⽬

住⺠や地域企業の意向

住⺠や地域ニーズが⾼いもの
アンケート調査などで把握
（ネット調査ができると効率的）

今後の基盤となるもの

DXやスマートシティの基盤
（データ連携、マイナンバーカード、セン
サーなど他のサービスを結びつけたり、連
携できるもの）



■「誰⼀⼈取り残されない」ための施策 44

} 「誰⼀⼈取り残されない」は⼤事なキーワードだが、どう実現する︖
} ケータイショップの活⽤が期待されているが、沖縄県での有効性は・・・
} 他の⼿段についても検討が必要（もっと地域に根ざした⽀援はできないか︖）

ドコモスマホ教室の
総務省デジタル活⽤⽀援講座

健康保険証・公⾦⼝座登録

マイナンバー関連

「デジタル活⽤⽀援講習会の検索」サイトより。2022/10/27

市町村 講座件数 市町村 講座件数

那覇市 126 うるま市 127

宜野湾市 44 伊江村 8

⽯垣市 27 読⾕村 57

浦添市 108 北中城村 10

名護市 70 与那原町 58

沖縄市 150 南⾵原町 134

豊⾒城市 26 沖縄県全体 945

「デジタル活⽤⽀援講習会」開催件数（全数）



■そもそもなぜDX︖〜⼈⼝減少と働き⼿ 45

} 我が国の⼈⼝は減少と⾼齢化が⽌まらない︓2050年には1億⼈を割るかも︖
} 「働く⼈」も減っていく→今のサービス⽔準を維持することはできない
} だからDXが必要︓「機械でできることは、機械がやる」「新しいことをしなくてはならない」

資料出所︓内閣府

2020年の出⽣数は
84万835⼈

確かに⽣産年齢
⼈⼝は15〜64歳
ですが・・・

サービスを維持
できるか︖

ü 24時間営業
ü 特に地⽅での
交通機関

ü 窓⼝サービス
ü 介護や福祉
ü 教育

⼈の⼿によるサー
ビスの提供に限り
が出てくる

→県内ではホテル
の働き⼿がいない
との報道も︕



■最後に・・・⽇本のデジタル⼒ 46

} 世界デジタル競争⼒ランキング（スイスの国際経営開発研究所）では、⽇本は昨年より１つ
下がって29位

} 「ビッグデータ活⽤・分析」「ビジネス上の俊敏性（Business Agility）」の項⽬では調査対
象国・地域の中で最下位、「⼈材」での遅れが⽬⽴つ

順位 国名 順位 国名 順位 国名 順位 国名 順位 国名 順位 国名
1 デンマーク 6 オランダ 11 台湾 16 英国 21 アイスランド 26 カタール

2 ⽶国 7 フィンランド 12 ノルウェイ 17 中国 22 フランス 27 ニュージーランド

3 スウェーデン 8 韓国 13 UAE 18 オーストリア 23 ベルギー 28 スペイン

4 シンガポール 9 ⾹港 14 オーストラリア 19 ドイツ 24 アイルランド 29 ⽇本

5 スイス 10 カナダ 15 イスラエル 20 エストニア 25 リトアニア 30 ルクセンブルグ

＊63カ国・地域を対象に、デジタル技術の利活⽤能⼒を、（1）知識（Knowledge）、（2）技術（Technology）、（3）未来への
対応（Future Readiness）から評価、今回で6年⽬。

資料出所︓https://www.imd.org/centers/world-competitiveness-center/rankings/world-digital-competitiveness/

この⼿のデジタル関連指標は、「⽶国」などそもそもIT開発起源の国、「上位下達」がしやすい国、⼈⼝規
模の⼩さい国、北欧諸国が上位になりがちです。ただ、⽇本はおおむね低め安定になります（インフラ整備
⾯だけは評価されます）。
→これを沖縄から変えられないでしょうか︖


